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研究ノート
民間最終消費支出の費目別の動向について
—ーエネルギー費目を中心に一~
?
本 紀 子
1. はじめに
現代の工業化社会において，エネルギーとりわけ石油の占める位置は非常に大きなもの
であると考えられる。また，二度にわたる石油危機の結果からも明らかなように，その価
格動向はわれわれの消費生活に大きな影響を与えている。
本稿は，エネルギー（石油）に関連する費目を中心とする構成の， 1959年から1988年に
かけての30期の年次データを用いて， 日本の民間最終消費支出がどのように各費目に配分
されてきたかについての検討を行うものである。
このような多品目の消費支出関数を分析するためのモデルは数多くあるが，本稿では，
静学モデルを中心に，いくつかの代表的なモデルにデータを当てはめ，経済学的あるいは
統計学的な見地からその妥当性について比較検討を行い，より精確に計測を行えるモデル
の探索を行う。
本稿の構成は以下の通りである。第2節で比較を行うモデルおよび分析対象とするデー
タについて説明を行う。第3節では分析結果，すなわち弾力性，フィットの良し悪し，予
測力等についての比較検討の結果が報告される。最後に第4節で，得られた結論について
述べる。なお，付録に各モデルの推定結果をあげた。
2. モデルおよびデータ
比較を行ったのは次の 6つのモデルである。
CEDS : lnq11=a汁 e;ln(X1/P1) +~e;;ln(p ;1/ P1) 
LES : P11知 =P叩＋邸x,—匹ktTkt)
~/3;=1 
LESH: Pit卯=P11n知—1切ex,—匹k1TkQk1-1)
(1) 
(2) 
（俎）
(3) 
161 
162 
RD 
RD-I 
AIDS 
闊酉大學「鰹清論集」第42巻第1号 (1992年5月）
:E/J;=l 
画D卯=b心西D釦+:r;c、;DPJ,
I: b;=l 
~' C;;=O 
ヱ， 切=O
C;;=C;; 
切itDq,1=の十b、エ切ktD釦＋エc,1DPJヽ
:E a;=O :E b;=l 
4 ，C;;=O 
C;J=CJi 
W;=a、.+/J;ln(X,、/P,*)+IJ c;,JnP;, 
r: a,=1 
~c,;=O ， 
I: b、=O
ヱ， 切=O
4 I C;1=0 
（細）
(4) 
(4a) 
(4b) 
(4c) 
(5) 
(5a) 
(5b) 
(5c) 
(6) 
(6a) 
(6b) 
C11=C1ヽ (6c)
ここで卯：第 t期の第 i財消費量 P11: 第 t期の第 i財価格
釘：第 i財所得（総消費支出）弾力性 町：第 i財の第i財価格弾力性
ふ：第 t期の所得 • P,: 第 t期の物価デフレーター
w.,: 第 t期の第 i財支出比率
D仰 =lnq11-lnq1←I
lnP,*=工w,,lnp,,
a, Ti, P、,b, C、Jはパラメークー
切11=(w11+W;1+1)/2 
D加=lnP;,-lnp、←I
(1)式は所得および価格弾力性が期間中一定であると考えるモデル， CEDSである。
このモデルは需要理論から導かれる性質は満足しないが，弾力性が即座に求められ，また
推定が容易であることから現在まで広範に用いられている。
(2)式は線形支出体系 (LES,Linear Expenditure System)である。 LESはスト
ーン (Stone(l954))によりはじめて計測された，クライン・ルービン (Klein-Rubin)
型効用関数に基づく需要関数である。ここで p、は限界消費性向， mは生存していくのに
最低限必要な基礎消費量を表すパラメーターである。 LESは体系的アプローチに基づい
ており，需要理論の性質が内包されている。 (2a)式は加法性より導かれる制約式である1)。
1)他の需要制約（同次性，対称性）は (3a)式の仮定の下で自動的に満たされる。
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LESではパラメーター fi;,Tlは推定期間中一定であると考えられているが， この仮
定は長期の時系列データを用いる場合には不都合を生じる場合が多い。 そこで， mが1
期前の需要械に依存するという習慣形成の効果を考えた LESH(LES with habit for-
mation)の推定を行った。 (3a)式は， LESの場合と同じく加法性による制約式である。
LES以降，体系的アプローチが主流となったが， その後，単に推定すべきパラメータ
ー数を減らすために需要理論を用いるだけでなく，逆に理論自身を検証していこうとい
う試みが現れた。その考え方に基づく初のモデルがバーテン (Barten(1969)), タイル
(Theil(1975))らによるロッテルダム・モデルである。 (4)式では所得（総消費支出）
と価格の関数としてある財の需要関数が定式化されているが，このモデルのパラメーター
は，それぞれ加法性が満たされるなら(4a), 同次性では(4b),対称性では(4c)式の制約を
満足する。よってこれらの制約式を検定することにより，需要理論自身の検証を行うこと
ができるのである丸
さて，理論的にはロッテルダム・モデルには定数項は存在しない。しかし今回用いるデ
ータはかなりの長期にわたっているので，嗜好の変化等に対応するため，定数項を加えた
モデル(5)式の推定もあわせて行った3)。制約式は， (4)式の場合と同様に， 順に加法
性，同次性，対称性に対応している。
(6)式はディートン， ミュエルバウワーにより提唱された AIDS(Almost Ideal 
Demand System)である (Deatonand Muellbauer(1980))。このモデルもロッテルダ
ム・モデルと同じく需要理論を検証することのできる体系的需要関数である。 (6a)(6b) 
(6c)式はそれぞれ加法性，同次性，対称性によるパラメーターの制約式である。なお，こ
のモデルの特徴として， 双対理論を用いてその分析の出発点を費用関数においているこ
と，これまで以上に経済主体についての集計問題を解決していること，などをあげること
ができる。
分析に用いるデータは国民経済計算に基づいており，次の4品目から構成されている。
1. 飲食費 2. 光熱費 3. 自動車関連費 4. その他
2)本稿では，盤要理論を検定することのできるモデルについても，全ての制約を課した
形で推定を行った。 ロッテルダム・モデルあるいは AIDSを日本のデータに適用し
て需要理論の検証を行った結果については， Suruga(1980), 橋本 (1986a,b)参照
のこと。
3)費目構成は異なるが， 日本のデータを用いて定数項の有無について検定を行った結果
については Suruga(1980), 橋本 (1986a)参照のこと。
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L飲食費はタバコ代を含む飲料・食料費であるが，外食サービスは含んでいない。 2.光熱
費は，住居費に関連する費目のうちの電気代，ガス代，液体燃料等の燃料費に対応してお
り，家賃，水道料等は含まれていない。 3.自動車関連費は個人輸送機器およびそれに関係
する雑費（タイヤ， チュープなどの部品， ガソリン， オイル等）から構成されている。
4. その他は以上の3品目を民間最終消費から差し引いたものに当たる。
CEDS ((1)式）は単一方程式の体系であるので, OLSで推定を行い，誤差項に系列
相関があると考えられる場合にはコクレン・オーカット法により再度推定を行った。その
他の5つのモデルについては，異なる方程式間のパラメーターが関連しあう体系的なアプ
ローチに基づくモデルであるので， SURにより推定を行った。
3. 分析結果
第2節で説明を行ったモデルに， 4費目からなるデータを適用して計測を行った。推定
に用いた期間は1959年から1986年の2躇月間である（結果については付録を参照のこと）。
6つのモデルのうちいずれが今回用いたデータをうまく説明しえるかについて，各モデ
ルから得られる諸弾力性の値，およびモデルの適合度の二点から比較検討を行った。
[1] 所得および自己価格弾力性
表1は，各モデルの推定結果から算出された所得弾力性の結果を示している。
モデルにより値は異なるものの， 1.飲食費の必需性が高いこと， 4.その他の弾力性が1
を越えている（ほぼ1.1前後の値が共通して得られた）ことの二点は共通して観察され
た。
しかし， 2.光熱費および3.自動車関連費の弾性値はモデルにより大きく異なっている。
2. 光熟費については CEDS,LESH, RD-Iでは必需品であるとの， 一方， LES,RD, 
AIDSでは奢移品であるとの結果が得られた。この中で LESHの結果 (0.0891)は，
表1 各モデルの所得弾力性
I CEDS I LES I LESH I RD I RD-I I AIDS 
1 0.4376 0.3301 0.6644 0.5528 0. 6810 0.6900 
2 0.6408 2.5000 0.0891 1. 2287 0.6245 1. 5685 
3 2.4404 3.0700 1. 8915 1. 3003 0.1352 1. 7807 
4 1.1328 1.1387 1.1381 1.1752 1. 1925 1. 0990 
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今日の生活における光熱費の重要性を考えたとしても値が小さすぎると思われる。また逆
にLESの結果 (2.5000)は，この期間中に石油危機が含まれておりそのことにより光熱
費の性格が大きく変わったとしても， 日常生活において光熱費を切り詰めることにも限度
があることから，あまりに弾力的すぎるのではないかと考えられる。
3. 自動車関連費は， RD-Iをのぞいて，各モデルとも高い弾性値を示した。 RD-Iの結
果 (0.1352)は値が非常に小さく，またこのモデルによる1.飲食費の所得弾力性が0.6810
であることを考え合わせると，あまり妥当な値とは思われない。一方，この費目は，その
構成内容から考えて奢移性は高いと考えられものの， CEDS(2.4404), LES(3. 0700)の結
果は値が大きすぎると考えられる。
この4費目分類においては， 1.飲食費の弾力性がもっとも小さい場合が一般的であると
考えられるが， LESH(2. 光熱費）， RD-I(2. 光熱費， 3.自動車関連費）では（ ）内の
費目の弾性値がより小さい値を示した。費目の内容や弾性値の相対的な大きさから考え
て，上記のニモデルの結果はあまり妥当ではないと考えられる。
4. その他の費目の内容は多岐にわたっているが，サービス品目も多く含まれ，その弾性
値は大きいと予想される。すべてのモデルで弾力性は1を越えていたが， 4つの費目の中
で4.その他の弾力性が最大であったのは，他の品目の値が低く算出されすぎたと考えられ
る RD-Iのみであった。 CEDS,LES.LESHでは3.自動車関連費の， RD, AIDSでは
2. 光熱費および3.自動車関連費の弾性値が4.その他の値を上回った。
次に，補償された自己価格弾力性について検討を行う。理論的にはこの値はマイナスで
はなくてはならないが，各モデルで表2にあげるような結果が得られた。
一見して， LESの結果が悪いことがわかる。他の5つのモデルでは大きな差はなかっ
たが，品目別にみると， 2.光熱費についてはどのモデルも理論的に妥当な自己価格弾力性
を求めることができなかった。
表2 補償された自己価格弾力性が負とならない品目数およびその費目名
CEDS I LES I LESH I RD I RD-I I AIDS 
2 4 1 1 1 2 
1. 食品
2. 光熱 2. 光熱 2. 光熱 2. 光熱 2. 光熱 2. 光熱
3. 自動車 3. 自動車
4. その他 4. その他
165 
166 闊西大學「継清論集」第42巻第1号 (1992年5月）
以上の結果により，所得および価格弾力性の値から検討した時には，総体的にみて， 2.
光熱費， 3.自動車関連費の弾性値が高かったものの， RDあるいは AIDSの問題点が一
番少なかったと言える。
[2] モデルの適合度
今回用いたモデルは単一方程式のみならず，複数の方程式からなる需要体系も含んでい
るので，情報の不正確さの基準 (informationinaccuracy (Theil (1967), 以下 IA値
と略す）を用いてモデルの適合度をはかった丸
表3は推定期間内 (1959から1986年），推定期間外 (1987,1988年）それぞれの IA値を
表3 各モデルの IA値
IA=エIA1/T=I:{工w;,• ln(w;1廊）｝
JAa={加 T/(加 T-m)}JA(自由度修正値）
n: 方程式数 T: 観測期間数 m:パラメーター数
IA87, IAaaはそれぞれ当該年の IA値，万iはその平均値
表の値は，すべて，実際の値を106倍している。
I CEDS I LES I LESH I RD RD-I AIDS 
IA 1100. 60 I 2236. 371 335. 70 263. 72 212.83 364.64 
IA a 129. 34 2408. 40 361. 52 301. 39 253.58 434.46 
IA87 265.80 581. 79 38.55 104.30 85.57 312.07 
IAae 329.31 933.89 55.37 131. 97 75.93 413.92 
互 297.56 757.84 46.96 118.14 80. 75 363.00 
4) IA値は， 4V11=1となるような比率の観測値％およびその理論値v11について，
次式で定義されるモデル全体の適合度の悪さを現す指標である。
IA=l:IA、/T=エ｛工加・In(加／％）｝
ここでは加として支出比率 W1tを用いた。
＾ なお，被説明変数が切でないモデルについては，以下の方式により Witあるいは_,.._ ・lnwitを求め，観測値の Witとあわせて IA値を計算した。
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., . , _,.._ 
CEDS: lnw11=lnq,, +lnP1t―lnX1 (ただし， lnP1t,lnX1は観測値）
A _,..._ 
LES, LESH : w,,=P11知／ふ （ただし，ふは観測値）
RD, RD-I: dw1=w,d(lnp1)+w1d(lnq1)-w1d(lnX)という関係が W;,P, q, 
X間に成立している。この式に dw,=Jwit, w,d(ヽnP,)+西D加， w1d(lnq,)=
切uDq,,.w1d(lnX) =切1tCエ巫,ln,加 +l:切ktlnqkt)を用い， 巫、Dlnq,tに推定_,..._ _,..._ A 
値を用いることにより， Jw1tの系列が得られる。ここで W1t+1=W11+JW;、とす
れば，期間数が1少ない理論値の系列を求めることができる。
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示したものである。
推定期間中，期間外ともに,LESの結果が芳しくないことが明らかである。
相対的にみて，期間内においては CEDSの，期間外においては LESHの IA値が良
好であった。しかしこれらのニモデルは，それぞれ期間外，期間内においては必ずしも当
てはまりは良くなかった。
RDあるいは RD-Iは，推定期間内外ともにまずまずの当てはまりを示しており．総体
的にみると，この両モデルが今回用いたデータにはもっとも適合していたと考えられる。
4. 結びにかえて
本稿では，高度成長期から最近までの長期時系列データを用いて，エネルギー費目に重
点をおいた構成の支出項目への最終消費支出の配分について検討した。
今回の分析は，二度にわたる石油危機にみられるような構造変化への対処，需要理論の
検証といった問題は考えず，一般に用いられることの多いモデル間の説明力について簡単
な比較検討を行ったものである。
分析の結果， 限られた観点からではあるが， 今回用いたデータを説明するに当たって
は，体系的アプローチに基づくモデル（ロッテルダム・モデル， AIDS)の成績が相対的に
良かったように思われる。一方，その操作しやすさから広く用いられている CEDS,LES
の説明力は，経済学的観点からも統計学的な観点からも問題があるとの結論が得られた。
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付録各モデルの推定結果
CEDSについては， OLSで推定を行ったところ， 4品目ともで誤差項に系列相関
があることが観察されたため，コクレン・オーカット法による結果をあげる。その他
のモデルの推定は SURによった。なお，各表の（ ）内は t値である。
(1) CEDS 
I a; I e; I e,1 8;2 e,a I e, R2 ,D.w.l p ＾ 
1. 食品 2.5661 0.4376 -1.8543 -0. 2562 -0.0071 -3. 6726 0.966 1. 668 0.588 
(11. 08) (13.06) (-3. 01) (-4.25) (-0.06) (-2. 96) 
2. 光熱 -0. 6870 0.6408 4.1508 0.6922 0.4328 8.4272 0.444 1. 999 0.904 
(-0.22) (1. 50) (3.55) (3.46) (1. 39) (2. 92) 
3. 自動車 -13.3630 2.4404 -0.8761 -0. 7359 -0. 2842 -12.4570 0.998 1. 857 -0.280 
(-16. 72) (21.04) (-0.53) (-3. 71) (-0. 79) (-5. 78) 
4. その他 -1.3208 1.1328 -0.1318 -0.0115 -0. 0253 -0. 0767 0.999 1.878 0.576 
(-12.52) (74.20) (-0.47) (-0.43) (-0.44) (-0.14) 
(2) LES I {i; I Ti (3) LESH I p; I Ti 
1 I o. 0939 313.72 1 0.1890 0.9950 
(15.66) (76.49) (6.60) (49. 72) 
2 I o.0617 56.87 2 0.0022 1.0342 
(31. 98) (19. 28) (0.14) (84.31) 
3 I o.0917 82.09 3 0.0565 1. 0340 
(24.75) (17.94) (1. 52) (28.39) 
4 I o.1521 1040.0 4 0.7523 1. 0180 
(98.05) (32.45) (15. 48) (36. 49) 
(4) RD J b, J cil J c,2 I c,s I Cs4 
1 0.1600 -0. 0686 0.0128 0.0145 0.0413 
(10.09) (-1. 98) (1. 77) (0.83) (1.12) 
2 0.0303 0.0144 -0. 0076 -0.0196 
(7. 59) (3.63) (-1. 28) (-2.41) 
3 0.0375 -0. 0102 0.0033 
(3. 09) (-0.58) (0.10) 
4 0.7722 -0. 0250 
(35. 75) (-0.50) 
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(5) RD-I 
a; b; C;1 C;2 C;s C;4 
1 -0. 0027 0.1971 -0. 0644 0.0126 0.0141 0.0377 
(-1. 87) (8. 01) (-2.07) (1. 97) (0.86) (1.06) 
2 0. 0010 0.0154 0.0137 -0. 0077 -0.0186 
(3.35) (2. 79) (3. 81) (-1.44) (-2. 56) 
3 0.0023 0.0039 -0. 0114 0.0050 
(2.21) (0.21) (-0.69) (-0. 09) 
4 -0. 0006 0.7846 -0. 0241 
(-0.34) (22.23) (-0.48) 
(6) AIDS 
a; b; C;1 C;2 C;s C;4 
1 1. 3434 -0.1555 0.1376 -0. 0239 0.0100 -0.1237 
(23.46) (-18. 75) (3.07) (-2.58) (0.59) (-2.15) 
2 -0.1762 0.0295 0.0510 -0. 0029 -0.0242 
(-11. 44) (13.11) (14.37) (-0. 54) (-1. 76) 
3 -0. 2979 0.0483 0.0534 -0. 0605 
(-9. 95) (11. 08) (4. 25) (-2.30) 
4 0.1307 0.0777 0.2084 
(1. 84) (7.53) (2.50) 
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